
利用者（市民・港湾労働者等）

スポーツ施設 スポーツ施設

大阪府施設
（堺泉北港の緑地）

泉大津市施設
（体育館、プール、テニスコート、グラウンド等）

サービス提供 利用料

＜包括的な管理＞
・自主事業の展開（市域全体の健康増進）・サービス水準の向上 ・効率的な維持管理 等

計画的大規模修繕

「堺泉北港の緑地 使用に関する協定書」概要
• 甲は乙に緑地の使用を無償で許可（5年間）
• 乙は港湾法、その他の関係法令、大阪府港湾施設条例（以下「大阪府条例」という。）及
びその他の関係規程並びに本協定書及び施設使用の許可条件に基づき、緑地を使用するこ
ととし、指定管理者に管理運営業務を行わせることとする（利用料金制）

• 大規模な修繕は甲、緑地の使用及び維持管理その他の管理に要する費用は乙が負担 など

【平成30年度
～令和元年度】【泉大津市（大阪府）】 泉大津市域内スポーツ関連施設PPPプラットフォーム

泉大津市域内で大阪府港湾局が所
有するスポーツ施設（これまで泉
大津市が指定管理者として管理）
と、泉大津市自身のスポーツ施設
とあわせて、効率的・効果的な管
理を行うため、両者を包括的に民
間事業者が管理できるような指定
管理者制度の導入に向けた検討を
推進するもの。
大阪府と泉大津市の自治体間連携
の場と、泉大津市下の府市スポー
ツ施設の包括的な指定管理者制度
の導入に関する民間事業者対話の
場の運営を行った。

対象テーマ ・府市連携による効果的なスポーツ施設管理運営
手法の具現化

・府市スポーツ施設群における民間活力を活用した
包括的な管理運営手法の具現化

プラット
フォーム機能

・大阪府と泉大津市間の協議・調整の場
・包括的なスポーツ施設の指定管理者制度導入に向
けた事業者対話の場

・包括的なスポーツ施設の指定管理者選定の場

大阪府の施設である堺泉北港の緑地の使用に関し、大阪府（甲）と泉大津市（乙）におい
て協定書を締結。
大阪府施設（堺泉北港の緑地）と泉大津市下のスポーツ施設を包括的に管理運営する指定
管理者を選定。（大阪府はオブザーバーとして選定委員会に参加）
府市連携の下で、民間活力を活用した包括的な施設管理運営を具現化することで、スケー
ルメリットを生かした利用者へのサービス水準の向上・維持管理の合理化が見込まれると
ともに、施設管理に伴う（指定管理者選定・外部委託手続き等）事務手続き等の合理化が
見込まれる。

１．背景・目的

２．事業概要

３．地域プラットフォームの取組概要

４．取組成果

５．今後の活動計画

大阪府 泉大津市
協定に基づく使用許可

「堺泉北港の緑地 使用に関する協定書」に基づき、大阪府・堺泉北港の緑地および泉
大津市スポーツ施設をあわせて、泉大津市（泉大津市が募集・選定した指定管理者）が
包括的な管理運営を推進していく。（令和2年度から5年間の予定）
上記府市協定に基づき、大阪府は堺泉北港の緑地の計画的な大規模修繕を進めていくと
ともに、泉大津市は指定管理者との協定に基づき、効果的・効率的な運営を推進し、モ
ニタリングを適切に実施していく。

指定 指定管理料

指定管理者

①府市連携によるスポーツ施設管理スキームの検討・調整
堺泉北港の緑地の使用に関する府市連携方策及び役割分担に関する協議を

おこない、望ましい連携形態に関する具体化を行った。

②協定書に基づく包括的なスポーツ施設管理の民間参入条件の検討・整理
協定書に基づく包括的なスポーツ施設の管理運営のあり方について、民間

事業者との対話を通じて、実行性の高い管理運営要件（業務内容、業務水準、
リスク分担、指定管理料の設定等）について検討・整理を行った。

③協定書に基づく包括的なスポーツ施設の指定管理者の選定・導入準備
上記①・②を踏まえ、市・学識者・府（オブザーバー）で構成する指定管

理者選定委員会を立ち上げ、事業者を募集・選定。提案の実行性を担保する
協定書等の調整を行い、指定管理者制度導入に向けた準備を推進。


